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出動件数 12  1 465 33 18 815 21 58 2,850 298   19 4,590 

搬送人員 1   430   33 18 698 15 34 2,494 296    4,019 

決算書掲載頁　P207

内
訳

災害から市民の生命、身体、財産を守るため、迅速、確実な消防活動を実施すること。

知識、技術の伝承、隊の連携と錬磨。

貢
献
度

今
後
の
方
向
性

消防・救急救助体制を充実する消防・救急救
助安全安心都市

施
策
の
大
綱

消防本部警防課

事業： 消防活動事業 0480

03

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第4章

目

的

総
合
評
価

妥当性

効率性

有効性

施策に対する
事業貢献度

根

拠

A

市民の安全を守る各種災害現場への対応。

A

訓練実施、資機材の整備等を行ったこと
により、火災、救急、救助等の災害に適
切に対応ができた。

A

A

A

目

標

災害に対し適切に対応できるよう、訓練教育の実施。計画的な資機材、消耗品の購入。医療機関との連携強化。

事
業
費
・
財
源
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一人あたり
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財
源
内
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人件費
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国府支出金

地方債

その他特定財源

90,030

798

1,909

6,314

83,716

0

6,314

0

0

0

事業費 6,314

(決算額) (千円) (千円)

(円)

(円)
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・
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所管課

火災から得られる原因と損害の調査によって、火災の未然防止に資するもの。
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業
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・
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源

細事業：火災調査事業 05事業
優先順位

事業
実施主体

事業開始
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根拠
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整理
番号
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再任用職員数

1

直営 昭和64年度以前 消防法第３１条

り災者

調査技術の向上。

A A B
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81,707372

81,335

0

10.25
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372

0

0
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火災を専管している消防が火災から得られる原因と損害の調査によって、火災による人命の救済と財産の保全を図るこ
と。目

標
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724
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事業：消防活動事業                                

１．現況 

  社会情勢の急激な変化や生活様式が多様化し、さらに高齢化の進展に伴い、各種災害も同様に複雑化・多様化

するとともに、大規模化の傾向にあり、市民の生命・身体・財産を守るため、迅速かつ柔軟な災害対応を行った。 
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出動件数 ５ ８ ３   １５   ９ ４０ 

救出人数  ５    ６   ８ １９ 

 

細事業：火災調査事業                             

 火災の原因を調査し、究明することによって、類似火災を未然に防止するため、市民に対する火災予防広報や消

防諸施策の基礎資料として活用した。また、り災者等の求めに応じ調査結果から得られた事実をり災証明として発

給した。 

＜ 建 物 火 災 の 焼 損 程 度 別 棟 数 ＞ 

焼 損 程 度 全   焼 半   焼 部 分 焼 ぼ   や 合   計  

棟 数 ２ ３ ３ １２ ２０ 

                   

＜ 損  害  額  内  訳 ＞           （単位千円） 

火 災 種 別 
建物 

車 両 林 野 その他 爆  発 合   計 
建 物 収容物 

損 害 額 35,518   8,128     2,213  0 45  0 45,904 

 

＜ 出 火 原 因 別 件 数 ＞ 

出 火 原 因 こんろ 電気機器 たばこ 排気管 火遊び たき火 調査中 その他 合 計 

件 数 ５ ２ ２ ２ ２ ２ ４ ８ ２７ 
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